















































































































IRI (産業復興公社)， ENI (炭化水素会社)， ENEL (国営電力会社)等，
現存の産業部門の持株会社を子会社として有する.現在 IRIが所有してい
る銀行部門については，金融分野の新持株会社に移転する.金融分野の新持











(1) 公正取引委員会事務局渉外官房室，イタリア独占禁止法の概要，公正取引， No. 
482， 1990年12月， pp.17-19. 
(2) Franco Locatel1i，“ I Sole 24 Ore " del 28.9.90. 
(3) Adrino Propersi， Maria Rita Astorina， Antitrust， Pirola Editore S. p. A.， 1991， 
pp.133-136. 
(4) 尾上久雄，経済計画と構造的諸改良一イタリアの場合一，岩波新書， 1968年.
(5) F. Galgano， S， Rodata'， Rapporti economici， Art. 41-44， Nicola Zanichel1i 
Editore， 1982， pp.53 -57. この経済の計画化が意味するものは，市場を拘束す
る官僚的政府モデルではなく，市場を自由化する民主的政府モデルである.





































































































































































































































































































1. 放送及び出版部門の企業については，第 2，3， 4， 6条の適用は，
放送・出版部門に関する現行法規に定められた保護機関に属する.
2. 信用事業及び機関については，第 2，3， 4， 6条の適用は，関係す
る監督機関に属する.




























































































3. すでに所有している株式又は持分をも考慮に入れて， 5%以下 1%以


















































































































1. 本法に違反したため課される制裁金については，適用可能な限り， 1981 
年1月24日法律第689号第 1章第 l款及び2款の規定が遵守される.
第32条【資本準備】
1. 1990年200億リラ， 1991年320億リラ， 1992年350億リラ、と見積もら
れる本法の適用に伴う国庫負担に対し， 1990年国庫省予算見積書第
6856項記載の1990-1992年三ヵ年計画予算の計上額を同額減額し，必
要な場合は， I競争・市場保護介入」特別積立金を利用する.
124 経営と経済
第33条【裁判管轄】
1. 本法第 l章から第4章に示す規定に基づき適用された行政措置に対す
る訴訟は，行政裁判官の裁判権にもっぱら属す.この訴訟はラツイオ州
行政地方裁判所に提訴されなければならない.
2. 無効及び損害賠償を求める訴訟並びに第 l章から第4章に示す規定の
違反に関する緊急措置を求める訴訟は，管轄地域の控訴院に提訴される.
第34条【発効】
1. 本法はイタリア共和国官報掲載日の翌日に発効する.
本法は，国璽押印され，イタリア共和国法律記録集に収載される.す
べてのものは，国の法律として遵守し，遵守させる義務を有する.
